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序序序序                    文文文文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ブルキナファソからの技術協力要請に基づき、2008 年 1 月から

2011 年 1 月まで「初等教育･理数科現職教員研修改善プロジェクト」を実施してきました。同プ

ロジェクトでは、対象 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、トゥイ）においてカス

ケード方式による中央、地方の視学官や教員分科会（Pedagogic Facilitation Group ：GAP）と呼ば

れる全教員を対象とした研修の代表者を育成し、教室レベルにおける授業実践の改善を達成しま

した。 

同プロジェクトの取り組みを高く評価したブルキナファソ政府は、本成果を全国へ拡大すると

ともにさらなる授業の質の向上、それらを持続させる仕組みづくりに対する支援を要請し、2011 

年 12 月～2015 年 9 月の協力期間で「初等教育･理数科現職教員研修改善プロジェクト・フェー

ズ 2」を実施中です。 

今般、プロジェクトの中間地点にあたることから、2013 年 12 月 1 日～17 日の日程（官団員調

査：2013 年 12 月 8 日～17 日）で中間レビュー調査を行い、関係者からの聴取・協議等を通じて

プロジェクトの進捗状況を確認するとともに、評価 5 項目による評価、及び提言・教訓を抽出し

ました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらには

類似プロジェクトの実施に際し活用されることを願うものです。本調査にご協力頂いた内外関係

者の方々に深く感謝を申し上げるとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 26 年 1 月 

 

独立行政法人国独立行政法人国独立行政法人国独立行政法人国際協力機構際協力機構際協力機構際協力機構 

人間開発部長 戸戸戸戸田田田田    隆夫隆夫隆夫隆夫 
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＊研修先行実施 4県 

 Centre 州 Kadiogo 県 

 Plateau Central 州 Oubritenga 県 

 Centre Nord 州 Sanmatenga 県 

 Hauts Bassins 州 Tuy 県 

＊2012 年新規実施 9県 

Ganzourgou 県 
 Plateau Central 州 

Kourwéogo 県 

Bam 県 
 Centre Nord 州 

Namentenga 県 

Kénédougou 県 
 Hauts Bassins 州 

Houet 県 

 Centre Ouest 州 Boulkiemdé 県 
 Centre Est 州 Boulgou 県 
 Nord 州 Passoré 県 

全国計 13 州 全国計 45 県 

ブルキナファソブルキナファソブルキナファソブルキナファソ 

13 州 州国民教育・識字局及び 

45 県 県国民教育・識字局 管轄地 

   ワガドゥグー 



 

写写写写                    真真真真 

 

 

グループ学習を採り入れた授業 

初等教育第 5学年 Boulgou 県 

 

 紙で作った図形を見せる生徒 

初等教育第 5学年 Boulgou 県 

 

 

算数の授業で自作の教材を用いる教員 

初等教育第 1学年 Boulkiemdé 県 

 算数の授業で板書した図形の形を棒で指し示す

生徒と、それを見守る教員 

初等教育第 1学年 Boulkiemdé 県 

 

国民教育・識字省の県局事務所（DPENA） 

Boulkiemdé 県 

 国民教育・識字省次官との 

中間レビュー調査のミニッツ署名  
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調査結果要約表調査結果要約表調査結果要約表調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ブルキナファソ 

 

案件名：初等教育・理数科現職教員研修改善プロ

ジェクト・フェーズ 2 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 基礎教育第二課 協力金額（評価時点）：1 億 2,796 万 4,000 円 

協力期間 

 

（R/D）：3 年 9 カ月（2011 年 12 月

～2015 年 9 月） 

先方関係機関：国民教育識字省（MENA） 

日本側協力機関：特になし 

他の関連

協力 

・無償資金協力（コミュニティ開発支援無償）：「第五次小学校建設計画」 

・無償資金協力（一般プロジェクト無償）：「カヤ初等教員養成校建設」（協力準備調

査中） 

・技術協力プロジェクト：学校運営委員会支援プロジェクト（2009 年 11 月～2014

年 3 月）、学校運営委員会支援プロジェクト フェーズ 2（準備中） 

・青年海外協力隊：小学校教員 

１－１ 協力の背景と概要 

ブルキナファソ政府は、2002 年に「基礎教育 10 カ年計画」（PDDEB）を策定し、フェーズ 1

（2002～2007 年）では「教育の量的拡大」に、フェーズ 2（2008～2010 年）では「教育の質の

改善」に重点を置いて取り組んできた。2007 年の初等教育無償化により、初等教育（1～6 年生）

の純就学率は、2002 年の 38.2％から 2010 年には 62.2％に増加した。 

一方、教育の質においては初等教育の修了率が半分にも満たないなど、依然として課題を抱

えており、ブルキナファソ政府は、2012 年から 2021 年の 10 年間を対象とした「基礎教育戦略

開発プログラム（Development Strategy Programme of Basic Education：PDSEB）」を策定し、基礎

教育へのアクセス改善、基礎教育の質の改善等、五つのプログラム

1
に取り組んでいる。学校現

場においては、多くの教員が生徒の理解度を考慮しない板書中心の暗記・詰め込み型授業を行

っており、生徒の理解度を考慮する学習者中心型の授業実践を行える教員を養成する現職教員

研修（In-Service Education and Training：INSET）の改善が急務となっている。 

このような背景の下、JICA は 2008 年 1 月から 3 年間、初等教育・理数科現職教員研修改善計

画（Teachers Training Improvement in Science and Mathematics at the Primary Level：SMASE、以下

「SMASE」）フェーズ 1（以下「フェーズ 1」）を実施した。同プロジェクトでは、ブルキナファ

ソ国内 4 州 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、トゥイ）において、学習者中心

アプローチの具体的な実践方法である ASEI-PDSI
2
の理数科授業を普及すべく、教員分科会

（Pedagogic Facilitation Group：GAP、以下「GAP」
3
）、視学官のモニタリングを活用しつつ、研

                                                        
1
 「基礎教育戦略開発プログラム（PDSEB）」（2012-2021）では、本文記載の二つのプログラム以外に3プログラム（「ノンフ

ォーマル教育の改善」「フォーマル・ノンフォーマル教育の運営の改善」「PDSEB実施のための運営管理の改善」）の取り組

みを行っている。 
2 JICAの支援によるケニア「中等理数科教育強化計画（SMASSE）プロジェクト」（1998年7月～2003年6月）で開発されたActivity、

Student-centered（学習者中心）、Experiment、Improvement、Plan-Do-See-Improvementのサイクルを重視した授業改善スロー

ガン。 
3
 国民教育・識字省（Ministry of National Education and Literacy：MENA）基礎教育総局（General Directorate of Basic Education：

DGEB）が管轄している教員同士の自主的な講習会。 



 

ii 

修実施体制の構築、研修コンテンツの開発、研修講師の育成、教員研修の実施、地方教育行政

官によるモニタリング強化に取り組んだ。プロジェクト終了時にはすべてのパイロット県で教

室レベルでの授業実践の改善が確認された。本プロジェクトはその成果を全国 13 州 45 県に普

及すべく、国民教育・識字省（以下「MENA）」）より要請されたものである。 

 

１－２ 協力内容 

本事業は、ブルキナファソの全国公立小学校教員に学習者中心の理数科授業を普及すること

により授業の質を改善するものである。具体的には、フェーズ 1 パイロット県以外の県におい

て中央・地方研修を実施するとともに、全国において教員へのモニタリング・技術支援体制を

強化する。また、パイロット県における研修コンテンツ作成メカニズムを構築し、先方政府が

全国で自立的に活動を継続する体制づくりへの支援を行う。そして、これらの活動により、GAP

など既存の現職教員研修制度を強化し、初等教育理数科における学習者中心の授業の全国普及

を図り、授業の質改善に貢献する。 

 

（1）スーパーゴール：全国公立小学生の理数科学力が改善される。 

 

（2）上位目標：全国公立初等学校児童の理数科の学習の質が改善される。 

 

（3）プロジェクト目標：現職教員研修を通じて、全国公立初等教育教員の理数科における学

習者中心型の授業実践が改善される。 

 

（4）成 果 

1）新規対象県の視学官、教員分科会（GAP）代表者、校長、一般教員の理数科における

学習者中心アプローチに関する理解が深まる。 

2）中央研修講師及び視学官の理数科における学習者中心アプローチに関するモニタリン

グ、技術支援能力が強化される。 

3）パイロット 4 県において既存の現職教員研修制度のなかに学習者中心アプローチに関

する新しい知見を供給するためのメカニズムが構築される。 

4）学習者中心アプローチに関する教員の能力を向上させるためのメカニズムが構築され

る。 

 

（5）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣 2 名 

短期専門家派遣 2 名 

研修員受入れ（本邦） 長期：0 名、短期：19 名 

（第三国） 計 10 名 

機材供与 684 万 6,000 円〔3,184 万 1,769 セーファーフラン（FCFA）〕 

ローカルコスト負担 5,593 万 4,000 円（2 億 6,015 万 8,896FCFA） 
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相手国側： 

カウンターパート配置 15 名 

その他（モニタリング評価活動費用、研修参加者の日当・交通費） 

ローカルコスト負担 3,773 万 5,000 円（1 億 7,551 万 2,940FCFA） 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括 高橋 悟 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画    望月 裕司   JICA 人間開発部基礎教育第二課 調査役 

評価分析    山口 豊    有限会社クランベリー 

調査期間 2013 年 12 月 1 日〜2013 年 12 月 17 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認（成果及びプロジェクト目標の達成状況） 

（1）成果の達成度 

成果 1：2012 年に新規対象県 9 県に対して、視学官、校長、GAP 代表者への研修が実施さ

れ、理数科授業での学習者中心アプローチへの理解が増進した。 

成果 2：研修が実施された同 9 県では、視学官のモニタリング・技術支援能力が以前より強

化された。残りの県に対しては 2014 年以降に全国規模の研修が実施される予定で

ある。 

成果 3：新しい知見を供給するためのメカニズムの一環として、理数科コンテストにより授

業案や教材作成について一定の知見や経験が蓄積された。 

成果 4：MENA よりプロジェクト活動に必要な予算はおおむね順調に確保・提供されてお

り、今後も継続が期待される。 

 

（2）プロジェクト目標の達成度（見込み） 

プロジェクト目標は今後達成が見込まれる。そのためには、2014 年 7～8 月に全国の視学

官に研修を行い、MENA は同年 9 月より研修を受けた視学官を用いて全国の教員及び校長

を対象とした研修を実施していく必要がある。 

なお、プロジェクトは 2012 年に 13 県を対象に研修を実施済みであり、そのうちの 3 県

を対象に行ったモニタリング調査では教員の授業実践についての改善が報告された。 

また、プロジェクトでは教員による学習者中心型の理数科授業実践を支援するために、

指導案の作成を計画しており、同指導案は教員研修や教員の日々の授業に活用されること

が見込まれ、プロジェクト目標の達成に貢献するものと思われる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

・ プロジェクトはブルキナファソ政府の開発政策に沿ったものであり、「基礎教育戦略開

発プログラム（PDSEB）2011-2021」の内容に合致している。PDSEB では、基礎教育分

野では、フランス語、数学、科学の教育の向上を重視しており、その手段として教員

養成と現職教員研修を掲げている。 
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・ ターゲットグループのニーズはプロジェクトの内容と一致している。多くの教員にと

って研修機会が不足しており、また補助教材その他のツールなどに対する需要も大き

い。 

・ プロジェクトの推進する ASEI-PDSI アプローチは、従来の教員からの一方的な知識の

伝達による授業から、生徒中心の授業への転換を求めるものであり、理数科教育の質

の向上に貢献する。 

・ 教育の質の向上は、日本政府の「対ブルキナファソ事業展開計画」のなかで、高い優

先度が与えられており、本プロジェクトはその「教育の質の向上プログラム」の一部

を成すものである。 

 

（2）有効性：中程度 

・ 本プロジェクトによって 13 県で実施されてきた視学官、校長、GAP 代表者への研修は、

MENA と協働することによって、2014 年以降に視学官、校長、教員に対して全国規模

で実施される予定である。 

・ プロジェクトはこれまで、中央研修講師 15 名、県研修講師 69 名（13 県）を養成し、

また研修教材、評価・モニタリングツールの開発・改善を行い、全国への研修の拡大

のための準備を整えてきている。 

・ 2013 年にプロジェクトが実施した理数科コンテストは、教員のグッドプラクティス収

集に貢献し、加えて生徒の理数科学習の質の改善を測定する試験も実施された。また

学習者中心型授業実施への教員のモチベーションを高めた。 

・ 現在プロジェクトは指導案の作成を進めており、2015 年 2 月末までに完成予定である。

本指導案が完成すれば、理数科授業での学習者中心型授業の実施に役立つことが見込

まれる。 

 

（3）効率性：中程度 

・ プロジェクトは活動の全般にわたって、フェーズ 1 の経験を有する人材を活用してお

り、彼らは主体的に中央研修講師及び県研修講師として活躍している。また研修補助

教材や評価・モニタリングツールの開発も彼らが中心となって実施している。 

・ 2012 年にプロジェクトは活動をほぼ計画どおりに実施したものの、2013 年は教員研修

制度が変更（GAP が廃止）され、教員セッションとして MENA が直接研修を実施する

ことになった。その意思決定プロセスに時間を要したことが、本プロジェクトの活動

の一部に遅延をもたらした。2014 年に全国規模での研修セッションが実施される予定

である。 

 

（4）インパクト：中程度 

・ プロジェクトが養成した研修講師と開発した研修教材を活用して、MENA が 2014 年に

全国規模での研修を実施することによって、上位目標の達成可能性は高まると判断さ

れる。 

・ プロジェクトの作成した、研修モジュール、評価・モニタリングツール、指導案等が

現職教員研修及び教員養成の双方で利用されることによって、学習者中心の授業実践
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が拡大していくものと思われる。 

・ 初等教員養成校（Teacher’s College of Primary Education：ENEP）では、既にプロジェク

トの開発した研修教材を一部導入しており、2014 年度より正式に全国の教員養成課程

に採り入れられる予定である。 

・ 中間レビューで実施した学校訪問では、プロジェクトの推進する ASEI-PDSI アプロー

チの導入による変化として、教員及び視学官から以下のようなコメントがなされた。 

- 生徒による授業への参加が以前より活発になった。 

- 授業中の生徒の集中度が以前より増した。 

- 優秀な生徒はさらに優良な成績を上げるようになる傾向がみられる。 

- 生徒の理数科授業への関心が強くなった。 

 

（5）持続性：中程度 

・ PDSEB にもみられるように、本プロジェクトの政策的整合性・持続性は高い。初等教

育における理数科教育の質の向上は高い優先度が保持される見通しである。 

・ 研修は今後、研修セッション及び教員対象教授法会議の開催によって実施される予定

である。プロジェクト終了後も、これらの研修において学習者中心型授業が何らかの

形で取り上げられることが望ましい。また研修費用については、コモンバスケット

（CAST）等さまざまな資金源から確保していく努力が必要である。 

・ 中央研修講師は、学習者中心型授業アプローチの内容と研修運営管理について、能力

を向上させてきており、プロジェクト効果の持続に貢献するとみられる。 

・ プロジェクト終了後も、指導案は教員研修や教員の日々の授業に活用され、学習者中

心型授業アプローチの実践に貢献することが見込まれる。 

・ 全国の ENEP で学習者中心型授業アプローチが 2014 年より正式に採用される予定であ

る。採用後は初等教員養成課程において、本プロジェクトが開発した教科書に則って

同アプローチが継続的に教授されることとなる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ GAP は停止されたものの、カスケード方式による研修は 2014 年以降に実施される全国

規模の研修セッションにおいて最大限に活用され得る。これによって教員に直接届く、

より高い研修効果の発現が期待される。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ ENEP に派遣された青年海外協力隊（JOCV、小学校教諭）との協力は、ENEP での学

習者中心型授業の導入に役立った。 

・ 本邦研修及びケニアでの第三国研修の実施は、学習者中心型授業の導入に役立ち、ま

た参加者のプロジェクトへのより積極的な関与を促進した。 

 

 

 



 

vi 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ MENA による研修制度の変更により GAP の活動が中断したことにより、当初計画され

ていたカスケード研修の効果発現が難しくなったため、プロジェクトは 2013 年に一部

の研修計画の変更を余儀なくされた。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ 教員組合に影響を受けた一部の教員による研修ボイコットは、プロジェクトの研修活

動実施を妨げる要因になった。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは、プロジェクト目標達成に向かって活動を進展させている。プロジェクトは

2012 年にほぼ計画どおりに活動を実施したものの、2013 年は教員研修制度が変更（GAP が廃止）

され、活動の一部に遅延をもたらした。しかしながら、2014 年に全国規模での研修セッション

が実施される見込みである。 

プロジェクトは、研修モジュール、評価・モニタリングツール、指導案等の開発と改訂を行

い、これらが現職教員研修及び教員養成の双方で利用されることによって、学習者中心の授業

実践が拡大していくことが期待される。プロジェクトは活動の全般にわたって、フェーズ 1 の

経験を有する人材を効率的に活用しており、彼らが主体的に中央研修講師及び県研修講師とし

て活躍し、また研修補助教材や評価・モニタリングツールの開発にも中心的な役割を果たして

いる。 

ENEP でのプロジェクトの開発した研修教材の導入は、プロジェクトの重要なインパクトの一

つである。今後 2014 年度から正式に全国の教員養成課程に採り入れられ、継続的に利用される

ことによりプロジェクトの効果の持続性向上に貢献するものである。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）現行カリキュラムに基づく指導案開発 

教員組合からの強い要求を受け、MENA は現行カリキュラムに基づく指導案開発を進め

ており、2013 年 12 月末までに全小学校教員に配布するとしている。この指導案開発は、本

プロジェクトの範囲外の取り組みであるが、円滑に遂行し、かつプロジェクト活動に負の

影響が及ばないよう MENA は特段の注意を払う必要がある。 

 

（2）初等教育（全 6 学年）における理数科指導案開発 

ブルキナファソ側で緊急に開発する上述の指導案とは別に、プロジェクトは 2015 年 2 月

末までに ASEI-PDSI アプローチを盛り込んだ理数科の小学校教員用の全指導案開発を行

う。なお、本指導案の印刷、全小学校教員への配布は MENA が行うこととする。 

 

（3）研修セッションの実施 

2013 年 12 月をもって GAP が廃止されることを受け、視学官、校長、教員に対して学習

者中心アプローチを理解してもらうための INSET カスケード研修の機能が消失することと
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なった。これを受け、2014 年 7 月以降 JICA 負担で視学官（約 1,000 人対象）向けの研修、

及び MENA 負担で校長（約 1 万人対象）

4
、教員（約 4 万 7,000 人対象）向けの研修を実施

予定としている。  

 

（4）初等教員養成校（ENEP）への理数科教科書配布 

本プロジェクトでは、ENEP 用の理数科教科書開発を同時に進めてきた。本教科書は 2014

年 1 月下旬までにプロジェクト負担で 2013 年度の ENEP 入学者、及び教員に対して配布を

行う。本教科書は将来、教職に就く学生の学習者中心の指導法の習得に寄与するものであ

り、ブルキナファソにおける理数科教育の質改善に貢献できるものである。なお、2014 年

度入学者以降の本教科書配布については、各 ENEP が行うこととなる。 

 

（5）PDM、PO の修正 

前述のとおり GAP の廃止を受け、プロジェクトはブルキナファソ全土に学習者中心アプ

ローチを広げるための代替策が必要となった。2014 年度以降、プロジェクトは MENA と協

働して全国規模の研修セッションを行うとともに、指導案開発に注力することとなる。こ

れに伴い、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活

動計画表（PO）をより適切かつ現実的な指標と活動内容に変更する。 

 

 

                                                        
4
 見返り資金から支出予定。 
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第１章第１章第１章第１章    中間レビュー調査団の概要中間レビュー調査団の概要中間レビュー調査団の概要中間レビュー調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ブルキナファソでは、2007 年 7 月に改定された教育基本法にて基礎教育の義務化（6 から 16

歳）、無償化が規定され、初等教育総就学率が 2001/2002 学年度の 45.9％から 2008/2009 学年度に

は 72.4％へ急増している。他方、初等教育修了率は 2008/2009 学年度では 41.7％にとどまり、算

数の学習達成度は 2009 年 9 月の仏語圏教育大臣会議（CONFEMEN）による調査 （PASEC）に

よると 10 年前の調査時よりも低くなっている。また、理科についても、2007/2008 年度のブルキ

ナファソ国民教育・識字省（以下「MENA」）による「学習到達度評価」における平均点は 46.4

点であり、2005/2006 年度の 50.0 点よりも下がっている状況である。PASEC では、生徒の学力向

上のためには、生徒の学習環境の改善だけではなく、教員の能力向上が必要であると分析されて

いる。しかしながら、多くの教員は生徒の理解度を考慮しない板書中心の暗記・詰め込み型授業

を行っており、さらに 2002 年にブルキナファソの教員養成課程は 2 年から 1 年に短縮され、教

員の能力開発が不十分であることが指摘されていた。 

現職教員研修（INSET）については、MENA 基礎教育総局（DGEB）が管轄している教員同士

の自主的な講習会である教員分科会（以下「GAP」）が主要な制度であり、教員の能力向上のた

めの機会や制度が十分に整えられていない。そのため、生徒の理解度を考慮する学習者中心型の

授業実践を行える教員を育成する INSET の改善が急務となっている。 

そのようななか、JICA は、INSET 強化を通じた初等教員の理数科教授法改善を目的として技

術協力プロジェクト「初等教育・理数科現職教員研修改善計画」（2008 年 1 月～2011 年 1 月、以

下「フェーズ 1」）を、ブルキナファソ国内 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、ト

ゥイ）において実施した。同プロジェクトでは、学習者中心アプローチの具体的な実践方法であ

る ASEI-PDSI の理数科授業を普及すべく、既存の GAP や視学官のモニタリングを活用しつつ、

研修実施体制の構築、研修コンテンツの開発、研修講師の育成、教員研修の実施、地方教育行政

官によるモニタリング強化に取り組んだ。その結果、プロジェクト終了時にはすべての対象県で

「教室レベルでの授業実践の改善」が確認された。これらフェーズ 1 の結果を高く評価したブル

キナファソ政府は、全国展開とともに、さらなる授業の質の向上、そして、それらを持続させる

仕組みづくりに対する支援を日本政府に対して要請した。 

今回実施の中間レビュー調査では、ブルキナファソ政府と合同で本プロジェクトの目標達成度

や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、

合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所属・職位 

団長/総括 高橋 悟 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 望月 裕司 JICA 人間開発部基礎教育第二課 調査役 

評価分析 山口 豊 有限会社クランベリー 
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１－３ 調査日程 

現地調査は 2013 年 12 月 1 日から、同年 12 月 17 日までの期間で実施された（詳細は「付属資

料４．中間レビュー調査日程」を参照）。 

 

１－４ 主要面談者 

中間レビュー調査の主要面談者の詳細は「付属資料５．主要面談者」を参照。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本計画 

名 称 初等教育・理数科現職教員研修改善プロジェクト・フェーズ 2 

協力期間 2011 年 12 月～2015 年 9 月 

上位目標 全国公立初等学校児童の理数科の学習の質が改善される。 

プロジェクト目標 現職教員研修を通じて、全国公立初等教育教員の理数科における学習者

中心型の授業実践が改善される。 

期待される成果 

（アウトプット） 

① 新規対象県の視学官、教員分科会（GAP）代表者、校長、一般教員

の理数科における学習者中心アプローチに関する理解が深まる。 

② 中央研修講師及び視学官の理数科における学習者中心アプローチ

に関するモニタリング、技術支援能力が強化される。 

③ パイロット 4 県において既存の現職教員研修制度のなかに学習者

中心アプローチに関する新しい知見を供給するためのメカニズム

が構築される。 

④ 学習者中心アプローチに関する教員の能力を向上させるためのメ

カニズムが構築される。 

 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

「教育の質の向上」は、日本政府の対ブルキナファソ事業展開計画（2012 年 12 月）において、

「農業開発を通じた持続的経済成長の推進」及び「域内経済統合の促進」と並んで、三つの重要

分野の一つとみなされている。本プロジェクトは教育の質の向上分野の「教育の質の改善プログ

ラム」のなかで、学校運営委員会（COGES）支援プロジェクト（2014 年 3 月終了予定）と並ぶ

主要な技術協力プロジェクトの一つとして位置づけられている。また、教育の質改善プログラム

では、無償資金協力として第一次～第五次小学校建設計画が実施されており、小学校教諭の分野

で青年海外協力隊（JOCV）が派遣中である。 

なお、プロジェクトは ODA 分野別政策「日本の教育協力政策 2011－2015」（2010 年 9 月）及

び JICA の教育分野ポジション・ペーパー「JICA の教育分野の協力－現在と未来－」（2010 年）

と整合性をもった協力である。 

 

２－３ 実施体制 

本プロジェクトのカウンターパート機関は、国民教育・識字省（MENA）であり、同省次官が

プロジェクトの総括的な管理と実施の責任者で、MENA が任命したナショナル・コーディネータ

ーがプロジェクトの日常的な管理と実施業務を行っている。また、プロジェクトは、次官を議長

とする合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）を、プロジェクトの円滑な運営を目

的として半年に一度開催している。 

ナショナル・コーディネーターをリーダーとし、専門職員 1 名他秘書等から成るプロジェクト

チームは、MENA職員から選ばれた中央研修講師及び JICAが派遣する日本人専門家が協力して、

ASEI-PDSI に基づく学習者中心授業の普及を目的とした理数科教育促進のための研修内容を開発

し、教員研修実施のためのトレーナーズ・トレーニングを実施する。理数科教育及び業務調整/
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研修運営を担当する日本人専門家がそれぞれ 1 名ずつ長期専門家として派遣されており、必要に

応じて短期専門家が派遣される。 

MENA の基礎教育総局（DGEB）はプロジェクトより研修内容の提供を受け、校長・教員を対

象とした現職教員研修（INSET）を実施する。このためプロジェクトは中央研修講師と協力して、

県研修講師など視学官を中心とした地方における研修講師の養成を目的とした研修を実施する。

MENA の地方組織である、州教育局（DRENA）、県教育局（DPENA）、基礎教育管区（Basic Education 

District：CEB）の事務所がこれを支援している。 

プロジェクトが養成した地方研修講師が講師となって研修を行い、複数の近隣校の集団から成

るクラスターによる教員分科会（GAP）の講師を養成する。GAP は校長・教員に対する現職教員

研修（GAP セッション）である。2013 年に MENA は現職教員研修制度を改善するために GAP

の活動を停止したため、地方研修講師が直接に校長・教員を研修する体制は改善される見通しで

ある。 

なお、プロジェクトは理数科コンテストを開催し、教員の参加を得て、学習者中心アプローチ

の好事例の収集を行っている。 

 

２－４ 協力内容 

本事業は、ブルキナファソの全国公立小学校教員に学習者中心の理数科授業を普及することに

より授業の質を改善するものである。具体的には、フェーズ 1 パイロット県以外の県において中

央・地方研修を実施するとともに、全国において教員へのモニタリング・技術支援体制を強化す

る。また、パイロット県における研修コンテンツ作成メカニズムを構築し、先方政府が全国で自

立的に活動を継続する体制づくりへの支援を行う。そして、これらの活動により、GAP など既存

の現職教員研修制度を強化し、初等教育理数科における学習者中心の授業の全国普及を図り、授

業の質改善に貢献する。 
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第３章第３章第３章第３章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

３−１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本中間レビュー調査では「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月改訂）に準拠し、プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）と活動計画表（PO）に基づき、関係資料を調べ、

事前に評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グリッドを作成して調査を行っ

た（付属資料８．評価グリッドを参照）。 

PDM はプロジェクト開始当初の Ver.1.0 から Ver.2.0 へと、2012 年 12 月に改訂されている。こ

の改訂は、開始当初には未確定であった上位目標及びプロジェクト目標の指標に数値目標を記載

し、計画をより精緻にするために実施された（付属資料６．プロジェクト・デザイン・マトリッ

クスを参照）。 

実績、実施プロセス、評価 5 項目の定義の概要は以下のとおりである。 

 

（1）実 績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度もしくは達成予測に関する情報。 

 

（2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報。 

 

（3）評価 5 項目 

プロジェクトの現状把握・検証結果を基にデータを解釈し、価値判断を行う基準として、

経済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development：OECD）の開発

援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）が提唱する評価 5 項目を用いた。本

調査では本 5 項目を、主に下記の判断を行う基準として用いた。 

妥当性（relevance） 

プロジェクト目標及び上位目標とブルキナファソ政府の開発政

策、日本の援助政策、ターゲットグループのニーズ、計画の論

理的整合性等との一致の度合い。 

有効性（effectiveness） プロジェクト目標と成果の達成度を測る尺度。 

効率性（efficiency） 
プロジェクトのインプットに対するアウトプットを、投入のタ

イミング等も踏まえ、定性的及び定量的に計測する。 

インパクト（impact） 
プロジェクトによって、直接または間接的に、意図的または意

図せずに生じる、正・負の変化。 

持続性（sustainability） 
政策、制度、財政、技術などの側面から、プロジェクトの効果

が持続的に維持される可能性について検討する。 

 

３－２ 評価実施体制 

本中間レビュー調査は、ブルキナファソ側との合同で実施された。日本側とブルキナファソ側

の両方のメンバーから成る合同評価チームにより、評価グリッドに設定された評価設問に沿って

評価結果を整理した評価レポート案を審議し、評価レポートの最終化・合意に向けて協議を行っ
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た。 

 

３－３ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で、文献・資料調査、直接観察、インタビュー調査を行っ

た。これらの調査により情報・データを収集し、評価分析が行われた。 

 

（1）文献・資料調査 

国内での準備期間において既存の文献･資料等を検討し、さらに現地調査において収集・

分析を行った。中間レビュー調査のために下記を参考資料とした（詳細は、付属資料３．主

な収集文献・資料一覧を参照）。 

① プロジェクト関係調査報告書 

② プロジェクトの成果品 

③ プロジェクト作成報告書 

④ 統計資料 

⑤ ブルキナファソ政策関連文書 

⑥ ブルキナファソ教育セクター分析関係資料 

⑦ 日本政府の援助関連政策文書 

 

（2）直接観察 

プロジェクト事務所に加えて、プロジェクト活動に参加している州教育局（DRENA）、県

教育局（DPENA）、基礎教育管区（CEB）の事務所を訪問した。また、プロジェクトが研修

を実施した県の小学校を訪問し、実際の理数科授業の実施状況、学校環境・設備等を視察し

た。中間レビューの調査日程内における視察対象として、サンマテンガ（Sanmatenga）県（パ

イロット県）、カディオゴ（Kadiogo）県（パイロット県）、Boulkiemdé 県（新規対象県）、Boulgou

県（新規対象県）の 4 県を選び、パイロット県と新規対象県の双方の状況を視察した。 

 

（3）インタビュー調査 

現地調査では、プロジェクトの直接の実施担当者のみでなく、可能な限り広くプロジェク

ト活動の関係者にインタビュー調査を実施した。具体的には、長期専門家 2 名、ブルキナフ

ァソ側プロジェクト・スタッフ、プロジェクトの中央研修講師及び県研修講師、MENA 本省

関係者〔基礎教育総局（DGEB）、教育・研修改革研究総局（General Directorate of Research and 

Innovation on Education and Training：DGIREF）〕、州教育局長、県教育局長、県プロジェクト・

コーディネーター、基礎教育管区長、視学官、教育アドバイザー、小学校校長、小学校教員、

初等教員養成校（ENEP）関係者、クドゥグ大学高等師範学校（Upper Teacher’s College of 

Koudougou University：ENS/UK）関係者を対象とした。 
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第４章第４章第４章第４章    プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績プロジェクトの実績 

 

４－１ 投入実績 

中間レビュー調査実施時点での、日本側及びブルキナファソ側の投入は下記のとおりである

（詳細については、付属資料９．投入実績を参照）。 

 

（1）日本側投入 

長期専門家は、1 名が理数科教育、他の 1 名が業務調整/研修運営のために現在派遣されて

いる。短期専門家は、2012 年に 1 名がモニタリング・研修計画の強化のために、2013 年に

他の 1 名が INSET 実態調査分析のために派遣された。また研修員受入れとしては、理数科教

授法の改善のための三つの本邦研修コースに計 9 名が参加し、ケニアで実施された 2 回の理

数科教員強化アフリカ域内ネットワーク（SMASE-WECSA）による ASEI-PDSI アプローチの

ための研修には計 10 名が参加した。日本側のローカルコスト負担は研修実施のための費用、

研修モジュールの開発費などに利用されており、機材供与を含む。機材供与は主にプロジェ

クト事務所の事務機器及び車両の供与である。 

① 長期専門家派遣 2 名 

② 短期専門家派遣 2 名 

③ 研修員受入れ 

・本邦研修 9 名 

・第三国研修（ケニア） 10 名 

④ 機材供与 684 万 6,000 円〔3,184 万 1,769 セーファーフラン（FCFA）〕 

⑤ ローカルコスト負担 5,593 万 4,000 円（2 億 6,015 万 8,896 FCFA） 

 

（2）ブルキナファソ側投入 

カウンターパートとして、MENA は中央研修講師 15 名を投入している。この 15 名には 2

名の専属のプロジェクト・スタッフ（プロジェクト・コーディネーター1 名と職員 1 名）が

含まれる。また専属のプロジェクト・スタッフとして会計役が配置されている。なお、これ

までの地方レベルでの活動実施のために、主に視学官または教育アドバイザーから成る 13

名の県コーディネーターと 69 名の県研修講師も任命されている。 

さらにブルキナファソ側はプロジェクト事務所を提供し、その維持管理費を負担しており、

その他ブルキナファソ側のローカルコストには、県研修の実施費用の多くやモニタリング評

価活動費用の一部負担も含まれる。 

① カウンターパートの配置 15 名（プロジェクト・スタッフの 2 名を含む） 

② プロジェクト事務所の提供と維持管理費用（プロジェクト・スタッフ及び長期専門家

の執務室、電気代、水道料金、清掃費用） 

③ ローカルコスト負担 3,773 万 5,000 円（1 億 7,551 万 2,940 FCFA） 
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表－１ プロジェクトによるローカルコストの負担 

（単位：FCFA） 

 2012 年 2013 年 合 計 

JICA 190,749,929 69,408,967 260,158,896 

MENA 109,777,157 65,735,783 175,512,940 

合 計 300,527,086 135,144,750 435,671,836 

 

４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、2012 年はおおむね PDM 及び PO に沿って実施された。2012 年の主要な

活動として、プロジェクトは 13 県を対象にベースライン調査を実施し、さらに主に視学官を対

象とした中央研修と教員分科会（GAP）代表を対象とした県研修を実施した。また研修教材と授

業評価ツールの改善を行った。なお、PO に予定されていない活動として見返り資金を活用した

校長に対する研修を実施している。 

2013 年は、計画どおりに理数科コンテストを実施し、研修教材と授業評価ツールの改善に係る

活動を継続した。また初等教員養成校（ENEP）との協力関係が進展し、ENEP 教員向け研修の実

施や研修教材の作成が進められた。 

他方で MENA が GAP の活動を停止することを決定したため、中央研修及び県研修の実施を次

年度に延期する調整を余議なくされた。MENA は 2013 年に現職教員制度の改革を行い、MENA

本省からの指導が徹底しにくい GAP による研修制度を中止し、中央主導の研修セッション

（session de formation）の実施を決定した。この制度に沿って 2014年からは MENA の協力を得て、

13 県以外の県に拡大する全国規模の研修を実施予定である。 

    

PDM による活動のリストは、以下のとおり。 

    

（1）成果 1：新規対象県の視学官、教員分科会（GAP）代表者、校長、一般教員の理数科にお

ける学習者中心アプローチに関する理解が深まる。 

1-1 視学官のなかから新規対象各県の県研修講師が任命される。 

1-2 新規対象県及びパイロット 4 県においてベースライン調査を行う。 

1-3 ベースライン調査結果及び活動 3-1 並びに 3-2 に基づき研修モジュールの改訂を行う。 

1-4 中央研修講師による視学官向け研修を実施する。 

1-5 県研修講師による GAP 代表者向け研修を実施する。 

1-6 サンプル選定した GAP において参加者の理解度を測るプレ/ポストテストを行う。 

1-7 成果と課題の分析を行うための地方年次レビュー会合を行う。 

1-8 地方年次レビュー会合の結果に基づき、フォローアップ研修を計画する。 

1-9 次年度にフォローアップ研修を実施する。 

 

（2）成果 2：中央研修講師及び視学官の理数科における学習者中心アプローチに関するモニタ

リング、技術支援能力が強化される。 

2-1 プロジェクトによるモニタリングやベースライン調査の結果等を基に、中央研修講師や

視学官の現状、課題、ニーズを把握する。 
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2-2 中央研修講師及び県トレーナーのモニタリング、技術支援、研修コンテンツ作成能力強

化のためのテクニカルワークショップを行う。 

2-3 新規対象県においてプロジェクトが実施する研修や視学官教授法会議を通じて視学官

のモニタリング及び技術支援能力を強化する。 

2-4 必要に応じて国内・第三国における中核人材の能力強化研修を実施・調整する。 

 

（3）成果 3：パイロット 4 県において既存の現職教員研修制度のなかに学習者中心アプローチ

に関する新しい知見を供給するためのメカニズムが構築される。 

3-1 活動 1-2 及び 2-1 の結果を通じ、「生徒の学習・活動観察ツール」を開発する。 

3-2 活動 2-2 や 2-3 等の活動の際に、視学官に「生徒の学習・活動観察ツール」の使用法を

説明する。 

3-3 視学官の学習者中心アプローチに関するモニタリングや技術支援の知見を視学官教授

法会議において集約・共有する。 

3-4 理数科コンテストを行い、現場レベルの知見を集約する。 

3-5 集約された知見を基に研修のコンテンツを開発する。 

3-6 開発したコンテンツを全教員向け教授法会議及びリフレッシュ研修に提供する。 

 

（4）成果 4：学習者中心アプローチに関する教員の能力を向上させるためのメカニズムが構築

される。 

4-1 初等教員の理数科における学習者中心アプローチ実践能力の改善のための持続的なメ

カニズム及び必要な予算について、MENA の中央各局と意見交換を行う。 

4-2 活動 4-1 の意見交換により得られた結論を基に、持続的なメカニズムを構築し必要な予

算措置を行う。 

4-3 プロジェクトが行う視学官向け研修に教員養成校（ENEP）及び高等師範学校（ENS/UK）

の教官を参加させ能力を強化する。 

4-4 教員養成（Pre-Service Education and Training：PRESET）課程における学習者中心アプロ

ーチの導入と推進のための技術支援を行う。 

4-5 MENA 県局評議会の際に、四半期ごとのプロジェクト活動レビューセッションを実施

する。 

 

４－３ 成果達成状況 

成果 1：新規対象県の視学官、教員分科会（GAP）代表者、校長、一般教員の理数科における

学習者中心アプローチに関する理解が深まる。 

成果 2：中央研修講師及び視学官の理数科における学習者中心アプローチに関するモニタリン

グ、技術支援能力が強化される。 

成果 3：パイロット 4 県において既存の現職教員研修制度のなかに学習者中心アプローチに関

する新しい知見を供給するためのメカニズムが構築される。 

成果 4：学習者中心アプローチに関する教員の能力を向上させるためのメカニズムが構築され

る。 
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（1）成果 1「新規対象県の視学官、教員分科会（GAP）代表者、校長、一般教員の理数科にお

ける学習者中心アプローチに関する理解が深まる」 

2012 年に新規対象県 9 県に対して、視学官、校長、GAP 代表者への研修が実施され、理

数科授業での学習者中心アプローチへの理解が増進した。 

    

【指標 a】新規対象県の 95％以上の視学官が理数科における学習者中心アプローチに関す

る研修を修了している。 

2012 年に実施された新規対象県 9 県の、視学官（教育アドバイザーを含む）に対する

研修（中央研修）は修了者の割合が非常に多く、指標の達成率が高かった。同研修は、

第 1 フェーズの対象となった先行 4 県（ガディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、ト

ゥイ）及び新規対象県 9 県（Ganzourgou、Kourwéogo、Bam、Namentenga、Kénédougou、

Houet、Boulkiemdé、Boulgou、Passoré）を対象として実施され、同地域のほとんどすべ

ての視学官（99.8％、対象者 429 名中 428 名）が研修を受講した。なお 2013 年は GAP

による研修活動が中止になり、計画されていた研修の実施が延期された。 

 

【指標 b】新規対象県の 90％以上の GAP 代表者が理数科における学習者中心アプローチ

に関する研修を修了している。 

プロジェクトは 13 県（上記の新規対象 9 県及びフェーズ 1 の対象先行 4 県）の GAP

代表に対して、2012 年 9 月に、学習者中心アプローチの理数科授業の普及のための県研

修を行い、770 名の GAP 代表全員（100％）が研修を修了した。 

 

【指標 c】学習者中心アプローチに関する研修において、視学官、GAP 代表者、校長の理

解度を測るプレテストの点数よりポストテストの点数が平均 1.5 ポイント改善

される。 

2012 年 8 月から 9 月に視学官に対する中央研修で行われたプレテスト及びポストテス

トの結果は平均で 1.83 ポイント改善しており、理解度が十分に高かったことが示された。 

 

表－２ 研修の理解度 

研 修 プレテストの平均値 ポストテストの平均値 点数の上昇 

視学官への中央研修 2.42 4.25 1.83 

注 1：プレテストの結果は 426 名、ポストテストの結果は 416 名の、研修参加者から得られた。 

注 2：GAP 代表及び校長に対する研修では、十分にテスト結果の回収が行われなかった。 

出所：プロジェクト資料 

 

【指標 d】年間 8 回程度の GAP セッションのうち、少なくとも 2 セッションが理数科にお

ける学習者中心アプローチに関する活動に割り当てられる。 

プロジェクトがこれまでに研修を実施してきた 13県に存在する GAP総数 669のうち、

524（78％）の GAP が理数科における学習者中心アプローチに関する活動に少なくとも

2 回以上のセッションを割り当てることを計画した。その結果、461（69％）の GAP が

実際に 2 回以上のセッションでその活動を実施した。 
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表－３ GAP における学習者中心アプローチの理数科授業のための活動 

州 名 県 名 タイプ 
GAP 

総数 

2 回以上計画 2 回以上実施 

GAP 数 ％ GAP 数 ％ 

Centre Kadiogo 先行県 161 161 100 144 89 

Plateau 

Central 

Oubritenga 先行県 34 1 3 0 0 

Ganzourgou 
新規県 

33 31 94 29 88 

Kourwéogo 18 10 56 9 50 

Centre 

Nord 

Sanmatenga 先行県 52 33 63 33 63 

Bam 
新規県 

28 10 36 6 21 

Namentenga 30 30 100 29 97 

Hauts 

Bassins 

Tuy 先行県 19 17 89 17 89 

Kénédougou 
新規県 

29 13 45 20 69 

Houet 92 57 62 49 53 

Centre Ouest Boulkiemdé 

新規県 

77 77 100 63 82 

Centre Est Boulgou 59 59 100 46 78 

Nord Passoré 37 25 68 16 43 

合 計 669 524 78 461 69 

出所：プロジェクト資料 

 

【指標 e】理数科における学習者中心アプローチを扱う GAP セッションに少なくとも 70％

以上の教員が参加している。 

2013年にGAPの活動が停止されたことに伴い、この指標のデータは得られなかった。

一方で 2011-2012 年の学年度において、教員の GAP セッションへの平均の参加率が 99％

であったことからも推定されるように、理数科における学習者中心アプローチを扱う

GAP セッションへの教員の参加率も同様に高かったことが推定される。 

 

【指標 f】理数科における学習者中心アプローチを扱う GAP セッションに参加した教員の

理解度を測るプレテストの点数よりポストテストの点数が平均 1.5 ポイント改

善される。 

データ収集が可能であったトゥイ県では 2.45 から 4.72 へ 2.27 ポイント改善したこと

が確認された。 

 

表－４ 教員の理解度 

トゥイ県での 

GAP セッション 

プレテストの平均値 ポストテストの平均値 
点数の上昇 

平均値 教員数 平均値 教員数 

2.45 30 4.72 67 2.27 

注：その他の 12 県でのデータは得られていない。 

出所：プロジェクト資料 
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（2）成果 2「中央研修講師及び視学官の理数科における学習者中心アプローチに関するモニタ

リング、技術支援能力が強化される」 

研修が実施された新規対象県 9 県では、研修による学習者中心アプローチに関する知識伝

達のみでなく、モニタリング及び技術支援を実施した視学官の数が増加していることがプロ

ジェクトの実施した調査で確認されており、視学官のモニタリング・技術支援能力が以前よ

り強化された。残りの県に対しては 2014 年以降に全国規模の研修が実施される予定である。 

 

表－５ 視学官によるモニタリング及び技術支援 

州 県 タイプ 
視学官の 

全体数 

モニタリング/技術支援を 

実施した視学官の数 
％ 

Centre Kadiogo 先行県 78 64 82 

Plateau 

Central 

Oubritenga 先行県 29 0 0 

Ganzourgou 
新規県 

28 11 39 

Kourwéogo 19 11 58 

Centre Nord 

Sanmatenga 先行県 36 30 83 

Bam 
新規県 

20 10 50 

Namentenga 18 18 100 

Hauts Bassins 

Tuy 先行県 16 11 69 

Kénédougou 
新規県 

22 16 73 

Houet 49 30 61 

Centre Ouest Boulkiemdé 

新規県 

63 56 89 

Centre Est Boulgou 37 17 46 

Nord Passoré 27 16 59 

合 計 442 290 66 

出所：プロジェクト資料 

 

【指標 a】70％以上の視学官が ASEI-PDSI 授業評価ツールを用い、GAP 活動及び教室にお

ける理数科の学習者中心アプローチ実践に係るモニタリングと技術支援を行う。 

プロジェクトが 2013 年に実施した調査によれば、プロジェクトが研修を実施した 13

県では、視学官の 66％がモニタリングと技術支援を実施していた。なお中間レビュー調

査団が実施したインタビュー調査では、複数の視学官から ASEI-PDSI 授業評価ツールが

授業モニタリングでより広く活用されるためには、ツールをより簡略化することが望ま

しいというコメントが得られた（上記の表－５を参照）。 

 

【指標 b】中央研修講師及び視学官による助言・支援への校長及び一般教員の満足度が改

善される。 

ASEI-PDSI アプローチについての研修は比較的限られていたものの、中間レビュー調

査団が学校訪問によりインタビュー調査を行った教員及び校長からは、ASEI-PDSI アプ

ローチ及び中央研修講師並びに視学官による助言と支援について、生徒による授業への
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より活発な参加、授業に対する生徒の集中度の増加、理数科授業への関心の強化等の好

意的なコメントが得られた。 

 

（3）成果 3「パイロット 4 県において既存の現職教員研修制度のなかに学習者中心アプローチ

に関する新しい知見を供給するためのメカニズムが構築される」 

新しい知見を供給するためのメカニズムの一環として、理数科コンテストにより指導案や

教材作成について一定の知見や経験が蓄積された。 

 

【指標 a】視学官の授業モニタリングと技術支援を通じた知見及び理数科コンテストにお

けるグッドプラクティスが記録され関係者に蓄積される。 

プロジェクトは 2013 年 1 月から 6 月にかけて理数科コンテストを実施し、この理数

科コンテストにおいて、教材作成と指導案の作成に関する知見や経験を収集した。 

 

表－６ 理数科コンテスト 

カテゴリー 教材作成 指導案 指導案と教材作成 児童対象の理数科テスト 

参加者数 22 名 86 名 22 名 5 年生 890 名、6 年生 965 名 

合 計 教員数：130 名 児童数：1,855 名 

出所：プロジェクト資料 

 

【指標 b】蓄積された学習者中心アプローチの知見が、教授法会議やリフレッシュ研修な

どで、コンテンツとしてプロジェクト期間中に 2 回以上扱われる。 

教授法会議またはリフレッシュ研修においては、プロジェクトが蓄積した知見や経験

が課題やコンテンツとしてまだ扱われていない。 

 

（4）成果 4「学習者中心アプローチに関する教員の能力を向上させるためのメカニズムが構築

される」 

MENA よりプロジェクト活動に必要な予算はおおむね順調に確保・提供されており、

MENA は全国規模の現職教員研修実施及び学習指導案作成のための予算を 2014 年度に準備

しつつあり、その成果は 2015 年度以降にも生かされ、今後も継続が期待される。 

 

【指標 a】プロジェクト活動の継続実施に必要な予算が 2015 年度より MENA の経常予算

として準備される。 

2015 年度以降、学習者中心アプローチを推進するための指導案の印刷・配布とモニタ

リング調査結果収集は DGEB が担当し、関連する調査・研究は DGIREF が担当すること

となっており、MENA の経常予算のなかで資金が確保される見通しである。 
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４－４ プロジェクト目標の達成状況（見込み） 

プロジェクト目標「現職教員研修を通じて、全国公立初等教育教員の理数科における学習者中

心型の授業実践が改善される」 

【指標】プロジェクトで作成する「教員の授業評価ツール*」を用いた教員の授業の平均点が、

エンドライン調査において、算数、理科の各教科に関して、パイロット県で 2.5 ポイ

ント、新規県で 2 ポイントに達する。 

* 各ツールにおける各項目のスケールは 1～4 で設定されている。 

    

プロジェクト目標は今後達成が見込まれる。MENA は 2014 年以降、GAP を通しての研修に代

えて、全国の教員を直接対象とした研修の実施を計画している。そのためには、プロジェクトは

2014 年 7～8 月に全国の視学官に研修を行い、MENA は同年 9 月より研修を受けた視学官を用い

て全国の教員及び校長を対象とした研修を実施していく必要がある。 

なお、プロジェクトは 2012 年に 13 県を対象に研修を実施済みであり、そのうちの 3 県を対象

に行った 2013 年のモニタリング調査では教員の授業実践について表－７のとおり改善が報告さ

れている。同調査では、Boulgou 県の平均値がターゲットの 2.0 ポイントを上回った。2013 年、

MENA が GAP の活動を停止することを決めたため、2014 年度には GAP を通してではなく、プロ

ジェクトの養成する地方研修講師が教員及び校長を研修する研修セッションを MENA が実施す

るとみられる。地方研修講師による教員及び校長を対象とした研修は、カスケード方式の段階が

より少なく、有効な研修の実施が期待される。 

また、教員組合からの要請を受けて学習指導案の作成を MENA が決定していることから、プ

ロジェクトでは教員による学習者中心型の理数科授業実践を支援するために、小学校 6 学年の理

科及び算数の授業すべての学習指導案の作成を計画しており、同指導案は教員研修や教員の日々

の授業に活用されることが見込まれ、プロジェクト目標の達成に貢献するものと思われる。 

 

表－７ 教員による学習者中心型授業の実践 

調 査 県 名 タイプ 科目 平均値 

ベースライン調査 

2012 年 4 月 

Kadiogo 

先行県 

算数 2.23 

Oubritenga 

理科 2.18 Sanmatenga 

Tuy 

Ganzourgou 

新規県 

算数 1.72 Kourwéogo 

Bam 

Namentenga 

理科 1.62 

Kénédougou 

Houet 

Boulkiemdé 

Boulgou 

Passoré 
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モニタリング調査 

2013 年 1 月～5 月 

Tuy 
先行県 

算数 2.41 

Sanmatenga 理科 2.30 

Boulgou 新規県 
算数 2.77 

理科 2.86 

注：モニタリング調査は 3 県のみで実施された。 

 

４－５ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標「全国公立初等学校児童の理数科の学習の質が改善される」 

【指標】プロジェクトで作成する「生徒の学習・活動観察ツール*」を用いた生徒の学習・活

動の平均点が、エンドライン調査において、算数、理科の各教科に関して、パイロッ

ト県で 2.5 ポイント、新規県で 2 ポイントに達する。 

* 各ツールにおける各項目のスケールは 1～4 で設定されている。 

 

上位目標は通常、プロジェクトが終了して 3～5 年後に測定される。しかしながら、プロジェ

クトが 2013 年に実施した児童の活動と態度に関するモニタリング調査では、表－８にみられる

ように、2012 年のベースライン調査の結果に比較して、一部の県ではあるものの既に改善が観察

されたことが報告されており、今後全国 45 県すべてにおいて校長及び教員に対する研修が実施

され、CEB の視学官等によるモニタリング評価と技術指導が継続的に実施されれば、上位目標が

達成される見込みは高い。さらに、学習者中心アプローチに沿った理数科の学習指導案の全国の

公立小学校への配布や ENEP の教員養成課程での学習者中心アプローチについての研修実施も、

上位目標の達成に貢献するとみられる。 

 

表－８ 公立小学校児童の理数科の学習の質 

調 査 県 名 タイプ 科目 平均値 

ベースライン調査 

2012 年 4 月 

Kadiogo 

先行県 

算数 2.10 

Oubritenga 

理科 2.02 Sanmatenga 

Tuy 

Ganzourgou 

新規県 

算数 1.61 Kourwéogo 

Bam 

Namentenga 

理科 1.52 

Kénédougou 

Houet 

Boulkiemdé 

Boulgou 

Passoré 
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モニタリング調査 

2013 年 1 月～5 月 

Tuy 
先行県 

算数 2.18 

Sanmatenga 理科 2.05 

Boulgou 新規県 
算数 2.46 

理科 2.63 

注：モニタリング調査は 3 県のみで実施された。 

 

４－６ 実施プロセスに関する特記事項 

（1）GAP による研修制度の停止 

2013 年に MENA は教員分科会（GAP）による現職教員制度の実施を停止した。GAP 活動

を MENA が停止した理由としては、研修テーマの設定が GAP に任されており MENA 本省か

らの指導が徹底しにくいこと、GAP を通してでなく研修講師からの直接的な講習を教員が希

望したこと、CEB による不十分な GAP 指導体制などの問題に対処するためであったとみら

れる。2014 年度からプロジェクトは GAP 研修に代えて、中央主導の研修セッション制度を

用いた全国の校長・教員を対象とした地方研修を実施する予定である。GAP 研修講師を介さ

ず直接に校長・教員に地方研修講師が研修を実施するため、プロジェクトの研修プロセスは、

3 段階に分けたカスケード方式から 2 段階のカスケード研修となる。 

 

（2）ブルキナファソ側のオーナーシップ 

プロジェクトの特徴の一つは、ブルキナファソ側のオーナーシップが高いことである。日

本人専門家と協力しながらもプロジェクト活動の多くがブルキナファソ側のオーナーシッ

プで実施されている。研修モジュールのデザインや評価ツールの作成、中央研修や県研修の

講師は、ブルキナファソ側の人材で行われている。 

 

（3）MENA 内の関係部署との連係 

プロジェクトの活動が進展するにつれて、MENA 内の関係部局との連係の重要性が増して

いる。2014 年以降に予定されている、MENA が実施する教員研修の担当局である基礎教育

総局（DGEB）とのコミュニケーションは最も重要なものである。それに加えて指導案の作

成や ENEP との PRESET での教育・研修の実施について、教育・研修改革研究総局（DGIREF）

との関係も重要になっている。より有効なプロジェクト効果の発現のために、プロジェクト

は関係部局とのさらに一層緊密な連絡と協力関係を求められている。 
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第５章第５章第５章第５章    評価評価評価評価結果結果結果結果 

 

５－１ 評価 5 項目による評価 

５－１－１ 妥当性：高い 

（1）開発政策との整合性 

プロジェクトはブルキナファソ政府の開発政策に沿っている。2012 年に打ち出された、

新たな初等教育の開発政策である「基礎教育戦略開発（PDSEB）2011-2021」では、基礎教

育分野では、初等教育の質の改善のために、フランス語、数学、科学の教育の向上を重視

しており、その手段として教員養成と現職教員研修を掲げている。開発政策において、初

等教育の量的な改善に加えて、質的な改善を重視する傾向は今後、ブルキナファソで強ま

っていくものと思われる。 

 

（2）ターゲットグループのニーズとの一致 

ターゲットグループのニーズはプロジェクトの内容と一致している。多くのブルキナフ

ァソの初等教育の教員にとって研修機会は不足しており、INSET の機会を増加させる必要

がある。また教員には、授業で用いる補助教材その他のツールなども不足しており、それ

らに対する需要も大きい。 

 

（3）ASEI-PDSI アプローチ 

プロジェクトの推進する ASEI-PDSI アプローチは、従来のブルキナファソの初等教育で

実施されていた、教員から生徒への一方的な知識の伝達による授業を、学習者中心の授業

へと転換させるものである。同アプローチは、理数科教育の質を向上させる手段として適

切である。 

 

（4）日本の対ブルキナファソ協力政策 

日本の対ブルキナファソ国別援助方針では、援助の基本方針として「成長の加速化と人

的資本の強化」を掲げている。教育の質の向上は同方針のなかで、高い優先度が与えられ

ており、農業開発、域内経済統合の促進と並ぶ三つの重点分野の一つである。本プロジェ

クトはその事業展開計画のなかの「教育の質の向上プログラム」の一部を成すものである。 

 

５－１－２ 有効性：中程度 

（1）プロジェクト目標達成の可能性 

プロジェクト目標の達成は、現時点では MENA の現職教員研修制度の改定により遅れ、

地方研修は 45 県中 13 県での実施にとどまったことが影響した。このため視学官による

ASEI-PDSI ツールを用いたモニタリングと技術支援の実施にも遅れがみられた。しかし

MENA は 2014 年以降、研修セッションによって ASEI-PDSI アプローチのための教員研修

を拡大することを計画しており、この MENA の活動計画が実施されることによって、プ

ロジェクトはプロジェクト目標を達成する可能性が見込まれる。 

現在まで本プロジェクトによって 13 県で実施されてきた視学官、校長、GAP 代表者へ

の研修は、MENA と協働することによって、2014 年以降は、視学官、校長、教員に対し
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て全国規模で実施される予定である。GAP による教員への研修はプロジェクトが当初想定

していたほど十分には機能はしなかったものの、MENA による教員への直接の研修が計画

どおりに実施された場合、GAP を通した研修の代替として機能することが見込まれる。

MENA による教員研修の実施が遅れる場合は、視学官によるモニタリングと技術支援の実

施にも影響が出る可能性が懸念される。 

なお、理数科コンテストは、プロジェクトが学習者中心の授業実践を促進するための好

事例の収集に役立っており、今後もプロジェクト目標の達成に貢献するとみられる。 

 

（2）ブルキナファソ側関係者の実施能力の向上 

プロジェクトが現在まで 13 県で積み重ねてきた活動の経験は、ブルキナファソ側関係

者の研修実施能力を向上させてきた。プロジェクトはこれまで、中央研修講師 15 名、県

研修講師 69 名（13 県）を養成し、研修教材、評価・モニタリングツールの開発・改善を

行い、全国への研修の拡大のための準備を整えてきた。これらブルキナファソ側関係者の

向上した研修実施能力を活用することにより、MENA は 2014 年以降に計画している全国

規模での教員への ASEI-PDSI アプローチのための研修が可能となっている。 

 

（3）理数科コンテストによる教員の知見の収集 

2013 年にプロジェクトが 13 県で実施した理数科コンテストは、教員の知見やグッドプ

ラクティスの収集に役立った。さらに理数科コンテストでは生徒の理数科学習の質の改善

を測定する試験も実施された。これら理数科コンテストの活動は、学習者中心型授業実施

への教員のモチベーションを高めたと評価することができる。 

 

（4）指導案の作成 

プロジェクトは、教員のための指導案の作成作業を進めており、2015 年 2 月末までにこ

の作業を終える予定である。指導案が完成すれば、初等教育の理数科授業の現場において、

教員による学習者中心型授業の実践に役立つことが見込まれる。 

 

５－１－３ 効率性：中程度 

（1）経験ある人材の活用 

プロジェクトは活動の全般にわたって、フェーズ 1 を経験した人材を活用しており、彼

らが主体的に中央研修講師及び県研修講師として研修を行っている。また研修補助教材や

評価・モニタリングツールの開発も彼らが中心となって実施している。 

 

（2）投入の効率 

2012 年、プロジェクトは計画された活動をほぼ実施することができたが、2013 年から

は GAP の活動が停止され研修セッションとして改編されることが MENA によって決定さ

れた。その意思決定プロセスに時間を要したことが、本プロジェクトの活動の一部に遅延

をもたらし、プロジェクト活動もそれに対応するために調整することを余儀なくされた。

研修制度の変更がプロジェクトの投入実施に影響を与えたものの、2014 年の全国規模での

研修セッションが実施される予定である。他方で、理数科コンテストは、ほぼ計画どおり
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に実施され、期待された成果を上げたと評価することができる。 

 

（3）他国での協力成果の有効活用 

プロジェクトは第 1 フェーズで、SMASE-WECSA からの支援を得てその成果を採り入れ

た。その後、第 2 フェーズにおいては第三国研修として研修講師や教員などのプロジェク

ト関係者を参加させ、他国のプロジェクトの経験を有効活用する努力を行っている。これ

はプロジェクトの効率性を高めることに貢献している。 

 

５－１－４ インパクト：中程度 

（1）上位目標達成の可能性 

プロジェクトが養成した研修講師と開発した研修教材を活用し、MENA が 2014 年に全

国規模での研修を実施することによって、上位目標の達成可能性が高まると予見される。

2014 年以降は、これまでに 13 県で実施された研修が他の県にも拡大見込みである。また

プロジェクトは、授業評価ツールを児童の活動をより重視したものに改善しており、教員

だけでなく視学官など授業評価者によって、児童の学習の質を改善する視点の強化が期待

できる。 

 

（2）研修モジュール、評価・モニタリングツール、指導案の継続的な利用 

プロジェクトの作成した、研修モジュール、評価・モニタリングツール、指導案等が現

職教員研修及び教員養成の双方で、継続的に利用されることによって、学習者中心の授業

実践が拡大していくものと予見される。 

 

（3）教員養成学校での ASEI-PDSI アプローチの導入 

初等教員養成校（ENEP）では、既にプロジェクトの開発した ASEI-PDSI アプローチを

用いた研修教材を一部導入しており、2014 年度より正式に全国の教員養成課程に採り入れ

られる予定である。これはプロジェクトのインパクトとして重要である。プロジェクト終

了後も、PRESET での継続的な研修が期待される。また、プロジェクトは 2013 年、公立の

ENEP だけでなく、一部の私立の教員養成校にも学習者中心型理数科授業実践のための研

修を行っている。 

 

（4）教員及び生徒への影響 

中間レビューで実施した学校訪問では、プロジェクトの推進する ASEI-PDSI アプローチ

の導入による変化として、教員及び視学官から以下のようなコメントがなされた。 

‐ 生徒による授業への参加が以前より活発になった。 

‐ 授業中の生徒の集中度が以前より増した。 

‐ 優秀な生徒はさらに優良な成績を上げるようになる傾向がみられる。 

‐ 生徒の理数科授業への関心が高くなった。 

‐ 理数科コンテストの実施は、教員による ASEI-PDSI アプローチの授業への導入のモ

チベーションを高めた。 
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５－１－５ 持続性：中程度 

（1）政策的な持続性 

PDSEB の教育改善プログラム内での指摘にもみられるように、本プロジェクトの政策的

整合性・持続性は高い。初等教育の量的な改善に加え、質的な改善が遅れているため、将

来的には「質」を重視する傾向がさらに強まっていくものと思われる。初等教育における

理数科教育の質の向上には、ブルキナファソ政府によって、引き続き高い優先度が保持さ

れる見通しである。 

 

（2）組織的な持続性 

GAP の活動が停止され現職教員研修は今後、研修セッション及び教員対象教授法会議の

開催によって実施される予定である。プロジェクト終了後も、これらの現職教員研修にお

いて学習者中心型授業が何らかの形で取り上げられることが望ましい。プロジェクトと

MENA は GAP の活動停止などの制度的な変更に柔軟に対処して、ASEI-PDSI アプローチ

に基づいた理数科授業の普及が可能となるよう努力していく必要がある。 

教員養成課程（PRESET）では、全国の ENEP で学習者中心型授業アプローチが 2014 年

より正式に採用される予定である。採用後は初等教員養成課程において、本プロジェクト

が開発した教科書に則って同アプローチが継続的に教授されることとなる。 

 

（3）技術的な持続性 

中央研修講師は、学習者中心型授業アプローチの内容と研修運営管理について、能力を

向上させてきており、プロジェクト効果の持続に貢献するとみられる。また、教員や校長

に対して、理数科授業での ASEI-PDSI アプローチの継続的な適用がより容易となるような

実際的な研修の実施が望ましい。プロジェクト終了後も、プロジェクトが作成した指導案

は教員研修や教員の日々の授業に活用され、学習者中心型授業アプローチの実践に貢献す

ることが期待される。 

 

（4）財政的な持続性 

これまでプロジェクトでは、ブルキナファソ側から研修実施を含めて活動のための資金

がほぼ問題なく支出されてきたが、プロジェクト終了後の現職教員研修の費用については、

コモンバスケット（CAST）等さまざまな資金源から確保していく努力が必要である。 

 

５－２ 阻害・貢献要因 

５－２－１ 効果発現に貢献した要因の分析 

（1）計画内容に関すること 

・GAP は停止されたものの、カスケード方式による研修は 2014 年以降に実施される全国

規模の研修セッションにおいて最大限に活用され得る。これによって教員に直接届く、

より高い研修効果の発現が期待される。研修セッションは、GAP を介さずに直接教員に

対して、学習者中心の理数科授業のための研修を実施するため、より確実に教員にプロ

ジェクトの研修が伝達される可能性がある。 
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（2）実施プロセスに関すること 

・ENEP に派遣された JOCV（小学校教諭）との協力は、ENEP での学習者中心型授業の導

入に役立った。また、プロジェクトは 2013 年に理数科と理数科以外の教官も対象とし

た研修を行っており、次年度からの ENEP への ASEI-PDSI の本格的な導入に貢献した。 

・本邦研修及びケニアでの第三国研修の実施は、学習者中心型授業の導入に役立ち、また

参加者のプロジェクトへのより積極的な関与を促進した。また、海外での研修では、他

の仏語圏アフリカの同様のプロジェクトの参加者と経験の共有も行われた。 

 

５－２－２ 問題点と問題を引き起こした要因の分析 

（1）計画内容に関すること 

・GAP の活動が中断したことにより、当初計画されていたカスケード方式による研修の効

果発現が難しくなったため、プロジェクトは 2013 年に一部の研修計画の変更を余儀な

くされた。GAP 代表に対する研修はプロジェクトが行うものの、GAP 内での研修は

MENA 側の指導によるもので、プロジェクトの直接の活動の範囲ではない。また、GAP

は教員による自主的な研修であり、MENA は通達等で指導を行うことはできたが研修内

容を強く指導することはできなかったという事情があった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・教員組合から影響を受けた一部の教員による研修ボイコットは、プロジェクトの研修活

動実施を妨げる要因になった。現在、ブルキナファソでは複数の教員組合が教員に対し

て強い影響力をもっており、一部の教員は、研修の日当の引き上げと研修日数の増加を

要求して、研修のボイコットを行った。 

 

５－３ 結 論 

プロジェクトは、プロジェクト目標達成に向かって活動を進展させている。2012 年に、ほぼ計

画どおりに活動を実施したものの、2013 年は教員研修制度が変更（GAP が廃止）され、活動の

一部に遅延をもたらした。2014 年には、全国規模での研修セッションが実施される見込みである。 

プロジェクトは、研修モジュール、評価・モニタリングツール、指導案等の開発と改訂を行い、

これらが現職教員研修及び教員養成の双方で利用されることによって、学習者中心の授業実践が

拡大していくことが期待される。プロジェクトは活動の全般にわたって、フェーズ 1 での経験を

有する人材を効率的に活用しており、彼らが主体的に中央研修講師及び県研修講師として活躍し、

また研修補助教材や評価・モニタリングツールの開発にも中心的な役割を果たしている。 

ENEP における、プロジェクトが開発した研修教材の導入は、プロジェクトの重要なインパク

トの一つである。今後 2014 年度から正式に全国の教員養成課程に採り入れられ、継続的に利用

されることにより、プロジェクトの効果の持続性を高めることが期待される。 
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第６章第６章第６章第６章    提言・提言・提言・提言・教訓教訓教訓教訓 

 

６－１ 提 言 

６－１－１ 短期的な提言 

（1）現行カリキュラムに基づく指導案開発 

教員組合からの強い要求を受け、MENA は現行カリキュラムに基づく指導案開発を進め

ており、2013 年 12 月末までに全小学校教員に配布するとしている。この指導案開発は、

本プロジェクトの範囲外の取り組みであるが、円滑に遂行し、かつプロジェクト活動に負

の影響が及ばないよう MENA は特段の注意を払う必要がある。 

 

（2）初等教員養成校（ENEP）への理数科教科書配布 

本プロジェクトでは、ENEP 用の理数科教科書開発を同時に進めてきた。本教科書は 2014

年 1 月下旬までにプロジェクト負担で 2013 年度の ENEP 入学者、及び教員に対して配布

を行う。本教科書は将来、教職に就く学生が学習者中心の指導法の習得に寄与するもので

あり、もってブルキナファソにおける理数科教育の質改善に貢献できるものである。なお、

2014 年度入学者以降の本教科書配布については、各 ENEP が行うこととなる。 

 

（3）PDM、PO の修正 

前述のとおり、GAP の廃止を受け、プロジェクトはブルキナファソ全土に学習者中心ア

プローチを広げるために代替策が必要となった。2014 年度以降、プロジェクトは MENA

と協働して全国規模の研修セッションを行うとともに、指導案開発に注力することとなる。

これに伴い、PDM 及び PO をより適切かつ現実的な指標と活動内容に変更する。 

 

６－１－２ 長期的な提言 

（1）初等教育（全 6 学年）における理数科指導案開発 

ブルキナファソ側で緊急に開発する上述の指導案とは別に、プロジェクトは 2015 年 2

月末までに ASEI-PDSI アプローチを盛り込んだ理数科の小学校教員用の全指導案開発を

行う。なお、本指導案の印刷、全小学校教員への配布は MENA が着実に行う必要がある。 

 

（2）研修セッションの実施 

2013 年 12 月をもって GAP が廃止されることを受け、視学官、校長、教員に対して学習

者中心アプローチを理解してもらうためのカスケード方式による現職教員研修の機能が

消失することとなった。これを受け、2014 年 7 月以降 JICA 負担で視学官（約 1,000 人対

象）向けの研修、及び MENA 負担で校長（約 1 万人対象）

1
、教員（約 4 万 7,000 人対象）

向けの研修を実施予定としており、この実施が期待される。 

 

  

                                                        
1
 見返り資金から支出予定。 
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６－２ 教 訓 

（1）ブルキナファソの制度に合わせた計画調整 

MENA は現職教員研修制度を改善するために、GAP による研修制度を 2013 年に停止し、

これに代えて研修セッションの制度を採り入れることを決定した。この制度改編にプロジェ

クトも対処し、新制度に対応した計画の調整を検討している。このように、プロジェクトの

柱になる制度変更がなされる場合には、前広な情報収集及びプロジェクト活動に係る計画の

調整が必要になる。 

 

（2）ブルキナファソ側のプライオリティに合わせた活動 

2013 年に MENA は、小学校の全学科の学習指導案の作成を緊急の課題として取り組むこ

とを決めた。これに合わせてプロジェクトも、学習者中心アプローチを推進することに役立

つ ASEI-PDSI アプローチを盛り込んだ理数科の指導案作成に着手しており、ブルキナファソ

側の協力を得ている。このように、ブルキナファソ側のニーズに即した活動に協力すること

で、双方にとって効果的な協力の実現が可能になると考えられる。 
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１．ミニッツ（英文）  

 

２．ミニッツ（仏文）  

 

３．主な収集文献・資料一覧  

 

４．中間レビュー調査日程 

 

５．主要面談者  

 

６．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

 

７．活動計画表（PO） 

 

８．評価グリッド  

 

９．投入実績  

９－１ 専門家派遣  

９－２ カウンターパート 

９－３ プロジェクト・スタッフ  

９－４ 研修員受入れ  

９－５ ローカルコスト負担  

９－６ 機材供与  
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